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投資は、採掘産業のよう ハイリスクな業界には行われておらず、明らかにハイリスクな状態にさらされている企 現在ない。日本企業は、合弁事業型の投資スタイルを取っている。長期間 亘る企業活動 望んで のであれば、
投資判断において、慎重な手順を踏む日本企業こそ、事前の調査の段階で、人権デュー・ディリジェンスのアプローチを盛り込むべきである。これは、投資開始後に問題が露呈し、事業活動が滞るような事態を予め防ぐ効果がある。事業開始後に、住民 移転問題や地域の環境破壊などが明らかになり、その対処のため 長期間におよぶ事業停止に れば、影響は多大なものとなる。事業開始前に、企業が検討すべき人権リスクの分野は多岐に亘り、次に示すリスク項目のとおり、日頃の事業運営とは直接的な関係を持たないも も含まれるため、注意が必要であ　
土地――土地は多くの途上国に
とって、非常に貴重な資産である。政府は、優遇措置として企業に優先的に事業用地を提供する代わりに、工場等を誘致するこ がある。これに伴い、既にその土地 住んでいるが 土地の所有権を証明できない住民は 政府の指示により土地から追い出される。結果、追い出しに反発す 住民と企業の間で問題が発生する。この問題前に対処する は、土地の利用状況について、政府 の情報だけに頼らず、自社で足を運び調査し
土地の住民と直接に対話を持つことが必要である。土地の使用経歴、現在の利用用途、住人の今後の居住条件等について確認し、対策を検討するこ 望ましい。　
労働上の安全確保――労働法が
常に変化し、内容が十分であるとはいえないミャンマーでは、同国の法律を遵守するだけでは とはいえな 。より広範囲をカバーした先進国の法律の視点から行動することが求められる。ーは現在、安全、健康に関 法律がなく策定中だが、こういったことに気づき対処する必要があ　
児童労働――ミャンマーでは、
法律で定められてい 就労年齢よりも下の子ども 、何らかの形で就労している。実際働いている働者が何歳な か、一四歳以下一八歳以下なのか、もしそうであるならば、その理由を調べ、対策を講じなければならな 。　
先住民――先住民や土着の民族
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を考慮しなければならない。　
差別――性別、民族、障がい、
宗教等あらゆるものに対する差別がないかを検討する。ユニリーバがスープストックを、宗教上の問題が多発しているミャンマー 西部で販売した際の広告の一部に、宗教的な差別を意味す 言葉が記載されていたこと あった。その地域固有の差別意識 考慮していなかったために発生した問題であった。事前に調査と検証を行い、どこに影響があるのかを予め特定することが必要である。　
軍――ミャンマーでは、軍の力










よって、何かの不正や消費者や労働者の権利侵害が行われた時に、被害を受けた人が、救済策へアクセスできる手段は用意されかの確認が必要である。政府がどのような救済策 提供す のか、法的手段が提供され かという点も重要である。　
腐敗――腐敗も人権リスクのひ











影響を受ける被雇用者やコミュニティが含まれる。会社として、権利の保有者たちが影響をいかに理解する かを、 「彼らはこう思っているだろう」という思い込みではなく、彼ら 権利を正しく理解し、権利者が懸念する次の点を考慮する必要があ 。　
まずは雇用だが、これはビジネ
スが貢献し、プラスの影響を与えることができる部分である。次に電気、健康、教育のアクセス不足だが、これらは政府が責任を持つべき部分と ビジネスが実施する部分を正しく見極める必要 ある。また水不足も懸念さ る。さらにインフラ開発が求めら る。イン
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る株主比率である。自社の投資が事業にコントロールを持つ支配株主なのか、少数株主なのかを考えなければならない。合弁事業では、異なる文化を持つパー ナ 企業の存在が、事業に大きな影響を与える。どのよう ビジネスを対象としているのか パートナー間の関係は良好か、ガバナンスは適切に統治され か 確認が必要である。自社が少数株主のパートナーだとしても、他社の抱え 問題が自社に関係がないとはいい切れない。指導原則によると、少数
株主企業もビジネスの一部としてみなされる。ＮＧＯ、株主、政府等の様々なステークホルダーは少数株主のパートナーに対しても指摘してくる。　
合弁事業では様々な人権に関す
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